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連携
体系的見直し

社会保障の機能強化の工程表
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 （～2025）

年

金

医

療

・
介

護

少
子
化
対
策

財政検証 財政検証

診療報酬改定 診療報酬改定

基礎年金の最低保障機
能強化

社会の構造変化に対す
る対応

介護報酬改定

（医 療）

（介 護）

基礎年金国庫負担割合
2分の1の実現

社会保障国民会議
最終報告に基づく
機能強化の課題

急性期医療の機能強化

介護従事者の確保と処
遇改善

居住系サービス拡充と
在宅介護の強化

介護報酬改定

医師等人材確保対策

仕事と子育ての両立を
支えるサービスの質と
量の確保

すべての家庭に対する
子育て支援の強化

子育て支援サービスを
一元的に提供する新た
な制度体系の構築

○ すべての子ども・子育て家庭に必要な給付・サービスを保障

・ 休業中 ― 所得保障（出産前後の継続就業率55%）

・ 働きに出る場合 ― 保育サービス（3歳未満児保育利用率38～44%） 〈フランス、スウェーデン並み〉

→ 両給付は統合又は選択・併用可能に（シームレス化）

・ 働いていない場合 ― 月20時間程度の一時預かりの利用を支援

・ 学齢児 ―放課後児童クラブ（低学年利用率60%）

→ 「小１の壁」の解消

新制度体系
スタート

・ 低年金・無年金者対策の推進
（保険料免除制度の見直し、受給資格期間の見直し、厚生年金適用拡大、保険料追納の弾力化）

・ 在職老齢年金制度の見直し等（→ 高齢者の就労に配慮した検討・実施）
・ 育児期間中の保険料免除（→ 他の尐子化対策と歩調をあわせて検討・実施） など

「社会保障国民会議中間報告」及び「同最終報告」に描か
れた姿を基に作成

制度設計・検討 法 改 正 、 順 次 実 施

（新）都道府県医療計画（2013～17の5か年）
救急を含む急性期医療の新たな指針の作成

臨床研修の見直し・医師と看護師等との役割分担の推進
（制度的対応）

医師養成数の増加 （従事医師数の増加）

第4期介護計画（2009～11の3か年） 第5期介護計画（2012～14の3か年）

基本方針の策定

・ 専門性等のキャリアアップ、夜勤・看護体制の充実等の評価を通じ
た介護従事者の処遇改善と確保 など

・ 救急・産科等の体制強化
・ 養成数、臨床研修、役割分担の見直し等の制度的対応による人材確

保 など

・ 急性期の機能分化推進
・ 地域包括ケアの推進と在宅医療の強化・充実 など

・ 医療との連携強化
・ グループホーム等居住系サービスの拡充
・ 24時間対応の強化等在宅介護の強化・充実 など

介護事業所の雇用管理の改善、介護従事者の定着支援、潜在的有資格者の再就職支援等

「安心子ども
基金」の設置

「生活対策」、「5つの安心プラン」に基
づくサービス基盤整備（2008～10）

新たな制度体系の創設をにらんだ
サービス基盤緊急整備

新たな制度体系の下での給付・
サービスの整備

新制度へのステップとなる制度改正

新たな制度体系の制度設計の検討 法制化

・ 「安心こども基金」による保育サービスの集中重
点整備
・ 放課後児童クラブの緊急整備
・ 妊婦健診公費負担の拡充 など

・ 保育所整備に加え、保育サー ビス提供手段の
多様化（家庭的保育、小規模保育等）、供給拡大
・ 一時預かりの利用助成と普及
・ 訪問支援事業や地域子育て支援拠点の基盤整
備 など

実 現

・ 児童福祉法、次世代法の改正

・ 育児・介護休業法の見直し

＋3%改定

2015年の姿

○ 居住系サービスの拡充、24時間対応、小規模多機能
サービス充実による在宅サービスの整備・機能強化

○ 重度化対応、看取り機能、個室化・ユニット化等の施
設機能の強化

2015年の姿

「安心子ども基金」の設置

○ 安心して出産できる体制

○ 救急患者の受入れ、早期回復

○ 社会復帰できる体制の構築

2015年の姿

（現行）都道府県医療計画（2008～12の5か年）

レセプトの段階的なオンライン
請求への切替え

診療報酬改定

介護報酬改定

共
通

社会保障番号・カードの
導入 社会保障カード（仮称）の実現に向けた

環境整備（実証実験の実施等）
→ 2011年度中を目途とした導入

レセプトオンライン化の完全実施


